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（1）

法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

東
法
連
は
第

９
回
通
常
総
会

を
６
月

10
日
ホ

テ
ル
雅

叙
園
東
京（
目
黒
区
）で
開
催
し
、

令
和
２
年
度
決
算
、
役
員
人
事
等

を
承
認
し
た
。
ま
た
、
令
和
２
年

度
公
益
目
的
支
出
計
画
実
施
報
告

書
、
令
和
３
年
度
事
業
計
画
、
予

算
書
の
報
告
が
あ
っ
た
。

ま
た
、
総
会
終
了
後
に
開
催
さ

れ
た
臨
時
理
事
会
で
は
、
小
林
栄
三
氏

（
伊
藤
忠
商
事
株
式
会
社
名
誉
理
事
・
麻

布
法
人
会
理
事
）
が
会
長
に
再
選
さ
れ
、

副
会
長
の
選
定
、
顧
問
の
委
嘱
等
が
行
わ

れ
た
。
な
お
、
コ
ロ
ナ
禍
に
あ
り
、
例
年

行
っ
て
い
る
感
謝
状
お
よ
び
記
念
品
贈
呈

式
、祝
賀
パ
ー
テ
ィ
は
開
催
し
な
か
っ
た
。

（
左
記
に
役
員
一
覧
、
４
ペ
ー
ジ
に
顧

問
一
覧
を
掲
載
）

令
和
２
年
度
決
算・役
員
人
事
を
承
認

第
９
回
通
常
総
会

会 　 長 小林　栄三（麻　布）

専務理事 田中　光史

副 会 長 松﨑　宗仁 （京　橋）渉外担当
青栁　晴久（四　谷）税制税務担当
齊藤　政二（大　森）組織担当
金山　　宏（雪　谷）青年部担当
飯野　光彦（北　沢）企画担当

髙橋　利充（練馬西）厚生共益事業担当
南山　幸弘（豊　島）公益事業担当
松本　光史（江東東）総務担当
加藤　和夫（青　梅）広報担当
村野　康司（東村山）女性部担当

理    　事 出井　久幸（麹　町）
成田　茂之（神　田）
三田　芳裕（日本橋）
竹ノ上藏造（　芝　）
稲葉　秀一（麻　布）
清水　和雄（小石川）
五十嵐正樹（本　郷）
佐藤　一也（上　野）
玉越　　進（浅　草）
廣瀬　隆博（品　川）
下村　　博（荏　原）
伴　　良二（蒲　田）
師岡　　孝（世田谷）
坂東　義治（玉　川）

青木　　茂（目　黒）
長島　祐司（渋　谷）
髙野吉太郎（新　宿）
横山　浩之（中　野）
渡邊　安雄（杉　並）
柴田　豊幸（荻　窪）
平野　慎治（板　橋）
秋山　　勉（練馬東）
田村　純郎（王　子）
鈴木　　久（荒　川）
鈴木又右衞門（足　立）
安江　文博（西新井）
尾﨑　由雄（本　所）
阿部　敏晴（向　島）

増田　充孝（葛　飾）
髙橋　桂治（江戸川北）
山岡　秀俊（江戸川南）
庄司　良雄（江東西）
清宮　　仁（八王子）
岩田　利夫（日　野）
三橋　信介（町　田）
吉田　唯一（立　川）
清水　宏益（武蔵野）
菅　　哲生（武蔵府中）
酒井　　透（青年部・青梅）
飯村　早苗（女性部・本郷）

監　　事 木本高一朗（西新井） 日比生信義（武蔵府中） 安楽　恒樹（税理士）

（敬称略・法人会名順）

あいさつする
小林栄三会長

令和２年度決算等を審議する通常総会
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自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

⑴ 

法
人
税

① 

法
人
税
率
の
引
き
下
げ

平
成
28
年
度
の
税
制
改
正
で
法
人
実

効
税
率
は
、目
標
と
し
て
い
た「
20
％
」

台
を
実
現
、
平
成
30
年
度
に
は
29
・
74

％
と
な
っ
た
。
し
か
し
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加

盟
国
の
平
均
は
23
・
52
％
で
あ
り
、
米

国
で
も
法
人
税
が
35
％
か
ら
21
％
へ
引

き
下
げ
ら
れ
、
連
邦
実
効
税
率
が
25
・

77
％
と
な
っ
て
お
り
、
現
在
も
世
界
的

な
ト
レ
ン
ド
と
し
て
法
人
税
は
低
下
傾

向
に
あ
る
。

法
人
税
以
外
の
面
（
イ
ン
フ
ラ
、
衛

生
環
境
、
安
定
し
た
政
治
・
経
済
・
治

安
等
）
の
メ
リ
ッ
ト
を
ア
ピ
ー
ル
し
、

更
に
国
際
競
争
力
の
強
化
、
国
内
産
業

の
活
性
化
や
立
地
競
争
力
の
強
化
を
図

る
観
点
か
ら
、
引
き
続
き
25
％
程
度
ま

で
引
下
げ
る
よ
う
求
め
る
。

② 

課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
り
経

済
活
動
が
制
限
さ
れ
る
中
、
地
域
経
済

と
雇
用
の
70
％
を
支
え
る
中
小
企
業
の

経
営
環
境
は
、
一
部
業
種
を
除
き
極
め

て
厳
し
い
も
の
と
言
わ
ざ
る
を
得
な

い
。
そ
の
よ
う
な
状
況
に
あ
っ
て
、
外

形
標
準
課
税
の
拡
大
は
、
賃
金
引
上
げ

や
雇
用
維
持
に
悪
影
響
を
与
え
る
だ
け

で
な
く
、
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
不
況
か
ら

の
脱
却
を
阻
害
す
る
も
の
で
あ
り
、
引

き
続
き
中
小
企
業
へ
の
課
税
ベ
ー
ス
の

拡
大
は
、
行
な
う
べ
き
で
は
な
い
。

③ 

中
小
企
業
軽
減
税
率
の
引
下
げ
等

中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
率
の
特
例

が
、令
和
４
年
度
末
ま
で
延
長
さ
れ
た
。

我
が
国
経
済
の
成
長
の
源
で
あ
り
、

地
域
経
済
や
雇
用
に
大
き
な
役
割
を
担

っ
て
い
る
中
小
企
業
の
成
長
を
後
押
し

す
る
た
め
に
も
、
租
税
特
別
措
置
に
よ

る
中
小
企
業
軽
減
税
率
に
つ
い
て
は
、

本
則
化
す
る
と
と
も
に
、
一
層
の
引
下

げ
を
求
め
る
。ま
た
、昭
和
56
年
以
来
、

課
税
所
得
８
０
０
万
円
以
下
に
据
え
置

か
れ
て
い
る
中
小
企
業
軽
減
税
率
の
適

用
所
得
金
額
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
１

６
０
０
万
円
へ
の
大
幅
な
引
上
げ
を
求

め
る
。

④ 

交
際
費
課
税
制
度
の
見
直
し

交
際
費
は
企
業
に
と
っ
て
、
事
業
の

維
持
、
拡
大
の
う
え
で
必
要
不
可
欠
の

も
の
で
あ
り
、
景
気
対
策
に
資
す
る
も

の
で
あ
る
。
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
ダ
メ
ー

ジ
を
受
け
た
飲
食
店
お
よ
び
関
連
事
業

の
支
援
を
念
頭
に
、
恒
久
化
お
よ
び
定

額
控
除
限
度
額
の
引
上
、
交
際
費
の
全

額
損
金
化
を
求
め
る
。

⑤ 

中
小
企
業
欠
損
金
の
繰
戻
し
に
よ
る

還
付
制
度
の
拡
充

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
厳
し
い
経
営
環
境

の
中
、
特
に
影
響
を
受
け
た
中
小
企
業

に
対
し
、
直
近
過
去
１
年
の
事
業
年
度

に
限
定
さ
れ
て
い
る
繰
戻
し
期
間
を
キ

ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
対
策
と
し
て
、
３
年

程
度
へ
見
直
す
と
と
も
に
、
恒
久
化
を

求
め
る
。

⑵  

所
得
税

① 

所
得
税
の
配
偶
者
控
除
お
よ
び
課
税

方
式
の
見
直
し
に
つ
い
て

一
億
総
活
躍
社
会
の
実
現
に
む
け
た

働
き
方
改
革
を
す
す
め
る
た
め
に
は
、

就
業
調
整
を
し
な
く
て
済
む
抜
本
的
な

見
直
し
と
、
少
子
高
齢
化
を
緩
和
す
る

具
体
的
な
少
子
化
対
策
が
必
要
で
あ

り
、
社
会
保
障
制
度
も
含
め
て
幅
広
い

視
点
で
議
論
す
べ
き
で
あ
る
。

急
激
な
税
負
担
の
増
加
防
止
や
少
子

化
対
策
、
格
差
社
会
の
到
来
等
諸
問
題

へ
の
対
応
と
し
て
、
税
制
の
観
点
か
ら

は
世
帯
単
位
課
税
（
Ｎ
分
Ｎ
乗
方
式
）

の
導
入
等
、
課
税
方
式
の
見
直
し
を
求

め
て
き
た
。
法
人
会
は
、
所
得
税
が
有

し
て
き
た
と
さ
れ
る
財
源
調
達
機
能
と

所
得
再
分
配
機
能
に
改
め
て
注
目
し
、

速
や
か
な
見
直
し
を
強
く
求
め
る
。

⑶ 

資
産
税

① 

事
業
承
継
税
制

事
業
承
継
税
制
の
拡
充
の
一
環
と
し

て
、
個
人
事
業
者
向
け
事
業
承
継
税
制

も
新
設
さ
れ
た
が
、
中
小
企
業
の
円
滑

な
事
業
承
継
を
図
る
た
め
に
は
、
事
業

用
資
産
を
一
般
資
産
か
ら
切
り
離
し
た

本
格
的
な
事
業
承
継
税
制
の
創
設
が
必

要
で
あ
る
。
引
き
続
き
納
税
猶
予
制
度

の
更
な
る
利
用
促
進
を
図
る
た
め
、
納

税
猶
予
制
度
の
特
例
が
４
年
目
を
迎

え
、「
特
例
承
継
計
画
」
の
提
出
期
限

が
令
和
５
年
3
月
末
と
迫
っ
て
き
た
こ

と
か
ら
、
提
出
期
限
お
よ
び
適
用
期
限

の
延
長
を
求
め
て
い
く
と
と
も
に
、
以

下
の
要
件
の
見
直
し
を
強
く
求
め
る
。

東
法
連
令
和
４
年
度
税
制
改
正
要
望
（
抜
粋
）

1
国
税・地
方
税
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法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

▪
相
続
税
の
納
税
猶
予
制
度
取
消
の
場

合
の
延
納
・
物
納
の
認
可
。

▪
会
社
の
事
業
資
金
の
担
保
に
提
供
し

て
い
る
土
地
・
建
物
は
、
事
業
用
資

産
と
し
て
扱
い
、
個
人
資
産
評
価
額

の
一
定
割
合
を
減
額
す
る
等
、
相
続

税
の
評
価
方
法
を
見
直
す
と
と
も
に

相
続
税
・
贈
与
税
の
納
税
猶
予
の
対

象
と
す
る
。

▪
取
引
相
場
の
な
い
株
式
の
評
価
方
式

を
中
小
企
業
の
実
態
に
よ
り
即
し
た

評
価
方
式
に
見
直
す
。

② 

相
続
税

平
成
27
年
１
月
よ
り
、
基
礎
控
除
の

引
下
げ
と
と
も
に
最
高
税
率
を
55
％
に

引
き
上
げ
る
等
税
率
構
造
の
見
直
し
が

行
な
わ
れ
た
。
こ
の
た
め
特
に
大
都
市

圏
に
お
い
て
は
、
急
激
な
負
担
増
と
課

税
対
象
の
大
幅
な
増
加
を
招
い
て
い

る
。大

都
市
圏
の
相
続
人
の
負
担
を
緩
和

す
る
た
め
、
ま
た
、
少
子
化
の
現
実
を

踏
ま
え
、
法
定
相
続
人
１
人
あ
た
り
の

控
除
額
を
現
行
の
６
０
０
万
円
か
ら
従

前
の
１
，
０
０
０
万
円
に
引
上
げ
る
よ

う
求
め
る
。
加
え
て
、
事
業
承
継
の
円

滑
化
の
観
点
か
ら
、
小
規
模
宅
地
等
に

つ
い
て
の
相
続
税
の
課
税
価
挌
の
計
算

の
特
例
に
お
け
る
事
業
用
宅
地
の
適
用

対
象
面
積
の
更
な
る
拡
大
を
求
め
る
。

⑷ 

消
費
税

① 

軽
減
税
率
に
つ
い
て

軽
減
税
率
制
度
は
、
社
会
保
障
制
度

財
源
を
毀
損
す
る
こ
と
、
す
べ
て
の
事

業
者
に
過
度
な
事
務
負
担
を
強
い
る
こ

と
、
低
所
得
者
対
策
と
し
て
は
非
効
率

で
あ
る
こ
と
、
か
ら
本
質
的
に
導
入
さ

れ
る
べ
き
で
は
な
く
、
事
業
者
か
ら
は

依
然
と
し
て
強
く
反
対
す
る
声
が
あ

る
。
引
き
続
き
法
人
会
と
し
て
は
、
問

題
が
あ
れ
ば
単
一
税
率
に
す
る
こ
と
を

求
め
る
。

ま
た
、
消
費
税
増
税
に
つ
い
て
は
、

「
社
会
保
障
制
度
と
税
の
一
体
改
革
」

「
行
政
改
革
」
等
、
各
種
改
革
の
履
行

を
前
提
に
導
入
を
認
め
て
い
る
た
め
、

今
後
も
法
人
会
と
し
て
改
革
履
行
状
況

を
注
視
し
て
い
く
こ
と
と
す
る
。

② 

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
（
イ
ン
ボ

イ
ス
制
度
）
に
つ
い
て

消
費
税
引
上
げ
に
伴
い
区
分
記
載
請

求
書
方
式
が
導
入
さ
れ
、
令
和
５
年
10

月
か
ら
適
格
請
求
書
保
存
方
式
（
イ
ン

ボ
イ
ス
制
度
）
が
導
入
予
定
で
あ
る
。

コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
も
未
だ
予
断
を
許

さ
な
い
状
況
に
あ
り
、
導
入
延
期
等
の

検
討
も
早
急
に
行
う
べ
き
で
あ
る
。
特

に
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
を
受
け
て
い
る
飲

食
、
小
売
事
業
者
ほ
ど
移
行
に
伴
う
煩

雑
な
事
務
処
理
等
で
コ
ス
ト
増
や
事
務

負
担
を
強
い
ら
れ
る
傾
向
に
あ
り
、
柔

軟
な
運
営
と
必
要
な
助
成
を
求
め
る
。

⑸ 

地
方
税

① 

固
定
資
産
税
の
抜
本
的
見
直
し

固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
特
に
都

市
部
で
地
価
上
昇
が
顕
著
で
あ
り
重
税

感
が
高
ま
っ
て
お
り
、
負
担
軽
減
を
求

め
る
。
評
価
方
式
は
収
益
還
元
価
格
方

式
に
改
め
る
よ
う
求
め
る
。

②
償
却
資
産
の
固
定
資
産
税
の
課
税
廃
止

設
備
投
資
の
促
進
を
図
る
た
め
、
償

却
資
産
の
固
定
資
産
税
の
課
税
廃
止
を

求
め
る
と
と
も
に
、
そ
れ
ま
で
の
間
、

減
価
償
却
資
産
の
免
税
点
１
５
０
万
円

を
３
０
０
万
円
に
引
き
上
げ
る
こ
と
を

求
め
る
。
併
せ
て
中
小
企
業
の
資
産
管

理
・
納
税
事
務
負
担
の
軽
減
、
事
務
効

率
化
を
図
る
た
め
「
中
小
企
業
者
等
の

少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
格
の
損

金
算
入
の
特
例
」
に
お
い
て
対
象
取
得

価
格
を
引
き
上
げ
、
対
象
取
得
価
格
の

合
計
額
を
撤
廃
し
全
額
損
金
算
入
で
き

る
よ
う
求
め
る
。

2
そ
の
他

⑴ 

社
会
保
障
・
税
の
共
通
番
号
制
度

 

（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）

行
政
の
効
率
化
や
利
便
性
の
向
上
、

国
民
の
社
会
保
障
や
税
の
給
付
と
負
担

の
公
平
性
と
透
明
性
を
実
現
す
る
等
メ

リ
ッ
ト
は
大
き
い
が
、
制
度
上
の
課
題

と
普
及
し
な
い
が
故
の
課
題
を
混
同

し
、
混
乱
を
招
い
て
い
る
。
個
人
情
報

の
管
理
に
万
全
を
期
し
、
コ
ス
ト
を
明

確
化
し
て
、
国
民
の
納
得
と
理
解
を
得

な
が
ら
推
進
す
る
よ
う
求
め
る
と
と
も

に
、
事
業
者
に
対
し
て
過
度
な
コ
ス
ト

や
事
務
負
担
と
な
ら
な
い
よ
う
柔
軟
な

運
営
と
必
要
な
助
成
を
求
め
る
。

⑵ 

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
等
感
染
症
対
策

特
別
措
置

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
を
含

め
、
様
々
な
感
染
症
拡
大
防
止
に
か
か

わ
る
医
療
物
資
の
国
内
へ
の
移
動
を
は

じ
め
と
す
る
国
内
投
資
に
つ
い
て
は
、

製
造
設
備
に
限
ら
ず
広
く
投
資
対
象
を

設
定
し
た
上
で
、
全
額
損
金
算
入
を
認

め
る
特
例
措
置
を
求
め
る
。
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「東法連表彰規程に基づく」 令和２年度　福利厚生制度表彰会
1.	経営者大型総合保障制度

２．ビジネスガード ３．がん・医療保険・WAYS等

「東法連表彰規程に基づく」 令和２年度 会員増強表彰会

「東法連表彰規程に基づく」 令和２年度　研修参加率向上表彰
（※上記基準において、正会員以外の個人は0.5としてカウント）

1.	年間純増数上位5会
江戸川南 7.5 社
（基準達成は以上1会）

6.	会員紹介制度において、紹介実績年間２０社以上の会

2.	年間増加数上位５会
江戸川北 135.0 社
江戸川南 96.0 社
豊　　島 76.0 社
上　　野 75.0 社
板　　橋 65.0 社

3.	年間増加数率上位５会
江戸川南 4.96％
荒　　川 3.26％
江戸川北 2.83％
上　　野 2.70％
杉　　並 2.67％

4.	会員増強月間の
	 純増数上位３会
江戸川南 68.0 社
江戸川北 29.0 社
京　　橋 13.0 社

芝 39.0 社 京　　橋 20.0 社

5.	会員増強月間の
	 増加率上位３会
江戸川南 3.61％
杉　　並 0.72％
江戸川北 0.63％

(a)収入保険料目標達成上位６会

(a)年間保険料目標達成上位３会 (a)新契約年換算保険料目標達成上位３会(b)新規加入法人数達成上位３会

(c)新規企業数目標達成上位６会(b)取扱企業数目標達成上位６会
足　　立 103.9％
青　　梅 103.8％
玉　　川 102.0％

北　　沢 109.2％
江戸川北 105.9％
武蔵府中 104.2％

日　　野 227.3％
上　　野 134.3％
荏　　原 121.1％

江戸川北 115.3％
（基準達成は以上1会）

武蔵府中 121.4％
江戸川北 107.3％
（基準達成は以上2会）

（基準達成会なし）杉　　並 102.0％
東 村 山 101.7％
日　　野 101.3％

令和３・４年度東法連顧問

（該当会なし）

（4）

自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

東
法
連
は
６

月
４
日
、
全
法

連
会
館
で
第
１

回
税
制
税
務
委

員
会
（
青
栁
晴

久
委
員
長
・
四
谷
法
人
会
会
長
）
を
開

催
し
、
東
法
連
令
和
４
年
度
税
制
改
正

要
望
を
原
案
ど
お
り
承
認
し
た
。

内
容
は
、
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
多
く
の

中
小
企
業
の
経
営
が
厳
し
く
な
っ
て
い

る
こ
と
か
ら
、
随
所
に
税
負
担
軽
減
を

求
め
る
要
望
と
な
っ
て
い
る
。

法
人
税
で
は
、

「
法
人
実
効
税
率

は
、
平
成
30
年
度

に
29
・
74
％
に
な

っ
た
が
、
米
国
の

連
邦
実
効
税
率
が

35
％
か
ら
25
・
７

％
に
引
き
下
げ
ら

れ
る
な
ど
、
世
界

的
な
ト
レ
ン
ド
と

し
て
低
下
傾
向
に

あ
る
。
国
際
競
争

力
の
強
化
等
の

観
点
か
ら
法
人

税
の
実
効
税
率

を
25
％
程
度
ま

で
引
き
下
げ
る
よ
う
求
め
る
。」
と
し

て
い
る
。
し
か
し
、
そ
の
財
源
と
な
る

課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
に
つ
い
て
は
、「
コ

ロ
ナ
禍
に
よ
り
経
済
活
動
が
制
限
さ
れ

る
中
、
中
小
企
業
の
経
営
環
境
は
極
め

て
厳
し
く
、
中
小
企
業
へ
の
課
税
ベ
ー

ス
の
拡
大
は
行
う
べ
き
で
は
な
い
。」

と
し
て
い
る
。

東
法
連
の
令
和
４
年
度
税
制
改
正
要

望
（
抜
粋
）
は
別
掲
の
と
お
り
。

税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
の

作
成
に
向
け
作
業
が
本
格
化

全
法
連
の
第
１
回
税
制
委
員
会
（
飯

野
光
彦
委
員
長
・
東
法
連
副
会
長
・
北

沢
法
人
会
会
長
）
が
７
月
15
日
全
法
連

会
館
で
開
催
さ
れ
、
令
和
４
年
度
税
制

改
正
に
関
す
る
提
言
の
作
成
に
向
け
た

作
業
が
本
格
化
し
て
き
た
。

今
後
、
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
、
県
連
要

望
な
ど
を
踏
ま
え
、
８
月
25
日
の
起
草

検
討
会
、
９
月
７
日
の
税
制
委
員
会
を

経
て
、
９
月
21
日
の
全
法
連
理
事
会
で

「
令
和
４
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提

言
」
が
正
式
決
定
す
る
。

東
法
連
の
令
和
４
年
度
税
制
改
正
要
望
ま
と
ま
る

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
企
業
の
厳
し
い
経
営
状
況
に

配
慮
し
税
負
担
軽
減
を
求
め
る

前副会長 阿部友太郎（玉　川）
同 多田　充伸（八王子）
同 岩﨑　五六（立　川）

前 理 事 橋立　弘紀（本　郷）
同 髙橋　敏弘 （浅　草）
同 宮島　茂明（中　野）
同 原田　尚子（足　立）

前 理 事 鈴島　　健（西新井）
同 佐生　勝英（本　所）
同 高橋　芳久（江戸川北）
同 井桁　秀夫（江戸川南）

前 理 事 竹内　政司（武蔵野）
同 太田　敦子（武蔵府中）

（敬称略・法人会名順）

令和４年度税制改正要望を審議する税制税務委員会 あいさつする
青栁晴久委員長


